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問　
県
内
15
の
自
治
体
が
条

例
を
制
定
し
て
い
る
。
市
の

考
え
は
。

答　
市
民
総
合
相
談
室
、
市

発
行
の
相
談
ガ
イ
ド
や
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
、

相
談
窓
口
の
見
え
る
化
を
図

る
と
と
も
に
、
埼
玉
犯
罪
被

害
者
援
助
セ
ン
タ
ー
と
も
連

携
し
て
い
る
。
条
例
制
定
は

今
後
も
検
討
す
る
。

問　
「
生
命
（
い
の
ち
）
の

安
全
教
育
」
と
い
う
国
の
教

材
等
を
使
用
し
、
子
ど
も
の

子
ど
も
に

正
し
い
性
教
育
を

プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
ゾ
ー
ン
の
学

習
な
ど
現
場
で
の
対
応
は
。

答　
国
が
示
し
た
教
材
等
を

学
校
の
実
態
や
子
ど
も
の
発

達
段
階
に
応
じ
て
活
用
す
る

よ
う
に
学
校
に
指
示
し
た
。

　
例
え
ば
肌
着
着
用
に
つ
い

て
は
、
各
学
校
は
必
要
に
応

じ
て
着
替
え
を
持
っ
て
く
る

な
ど
柔
軟
に
対
応
し
て
い

る
。

問　
施
設
ご
と
、
ケ
ー
ス
ご

と
で
の
具
体
的
な
避
難
方
法

は
。

答　
保
育
施
設
ご
と
に
非
常

災
害
対
策
計
画
や
避
難
訓
練

の
実
施
に
努
め
て
い
る
。
水

害
を
経
験
し
た
保
育
施
設
で

は
、
施
設
を
囲
う
全
て
の
塀

の
出
入
口
に
止
水
板
を
設
置

し
た
こ
と
を
確
認
し
た
。
ま

た
、
災
害
発
生
時
対
応
マ

ニ
ュ
ア
ル
を
見
直
し
、
保
護

者
に
周
知
し
た
。

水
害
の
危
険
の
あ
る

保
育
施
設
の
避
難
は

問　
通
学
路
や
人
通
り
の
少

な
い
郊
外
部
へ
の
防
犯
カ
メ

ラ
の
設
置
、防
犯
灯
の
増
設
は
。

答　
防
犯
カ
メ
ラ
の
必
要
性

は
認
識
し
て
い
る
が
犯
罪
の

発
生
状
況
と
人
権
へ
の
配
慮

を
踏
ま
え
、
関
係
部
門
と
研

究
し
て
い
く
。

　
ま
た
、
防
犯
灯
に
つ
い
て

は
現
地
確
認
を
行
い
、
必
要

な
場
所
に
設
置
し
て
い
る

が
、
農
作
物
の
生
育
被
害
な

ど
の
理
由
で
設
置
で
き
な
い

場
合
も
あ
る
。

犯
罪
抑
止
の
た
め
に

防
犯
カ
メ
ラ
の
設
置
を

問　
高
齢
者
見
守
り
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
事
業
の
取
り
組
み
状

況
は
。

答　

４
月
１
日
現
在
、
協

力
事
業
所
は
１
０
９
事
業

所
、
個
人
協
力
者
は
25
名
と

な
っ
て
い
る
。
こ
の
事
業
で

の
令
和
２
年
度
安
否
確
認
情

報
は
１
３
４
件
で
、
無
事
が

１
３
１
件
、
死
亡
さ
れ
て
い

た
ケ
ー
ス
が
３
件
で
あ
る
。

　
ま
た
、
こ
の
事
業
以
外
で

異
変
に
気
付
き
通
報
さ
れ
た

事
案
で
は
、
死
亡
が
３
件
、

緊
急
搬
送
が
２
件
と
な
っ
て

い
る
。

問　
緊
急
時
連
絡
シ
ス
テ
ム

の
対
象
者
拡
充
は
。

答　
消
防
本
部
に
直
接
通
報

さ
れ
る
シ
ス
テ
ム
で
あ
り
、

拡
充
は
難
し
い
と
考
え
て
い

る
が
、
設
置
条
件
に
つ
い
て

は
富
士
見
市
、
三
芳
町
及
び

消
防
本
部
と
今
後
も
協
議
し

て
い
く
。

問　
性
教
育
教
材「
生
命（
い

の
ち
）
の
安
全
教
育
」
の
推

進
を
。

答　
５
月
に
県
を
通
じ
て
保

育
所
、小
中
学
校
に
お
い
て
、

子
ど
も
を
性
暴
力
の
当
事
者

に
し
な
い
た
め
の「
生
命（
い

の
ち
）
の
安
全
教
育
」
の
教

材
を
活
用
す
る
よ
う
周
知
、

啓
発
依
頼
が
あ
っ
た
。
手
引

き
に
示
す
と
お
り
、
５
、６

歳
児
に
対
し
認
定
こ
ど
も
園

や
保
育
園
に
本
教
材
の
活
用

を
依
頼
し
た
。

　
教
育
委
員
会
と
し
て
は
、

本
教
材
を
研
究
し
、

児
童
・
生
徒
の
発

達
段
階
や
各
学
校

の
実
態
に
応
じ
て

効
果
的
に
取
り
入

れ
て
い
く
よ
う
学

校
を
指
導
す
る
。

問　
学
習
療
法（
簡

単
な
計
算
や
文
章

の
音
読
等
）
の
広

報
・
啓
発
を
。

答　

介
護
予
防
セ

ン
タ
ー
の
協
力
で
社
会
福
祉

協
議
会
と
ふ
く
し
総
合
相
談

セ
ン
タ
ー
に
じ
い
ろ
が
連
携

し
て
脳
ト
レ
問
題
集
を
作
成

し
、
見
守
り
活
動
の
際
に
配

布
し
て
い
る
。

　

現
在
、
介
護
予
防
セ
ン

タ
ー
に
配
置
し
て
い
る
が
、

今
後
は
そ
の
他
の
公
共
施
設

な
ど
へ
も
配
置
し
、
脳
ト
レ

講
座
や
教
室
な
ど
の
展
開
と

併
せ
て
周
知・活
用
に
努
め
、

さ
ま
ざ
ま
な
機
会
に
学
習
活

動
を
啓
発
し
て
い
く
。

認
知
症
対
策

問　
市
長
本
人
、
妻
そ
し
て

公
用
車
の
運
転
手
３
名
が
、

医
療
従
事
者
等
の
第
1
回
接

種
の
最
終
日
で
あ
る
４
月
30

日
に
接
種
し
た
と
報
告
が

あ
っ
た
が
、
接
種
を
要
請
し

た
の
は
医
師
会
か
医
師
か
。

答　
医
師
会
と
し
て
で
は
な

く
、
ワ
ク
チ
ン
接
種
の
調
整

会
議
に
参
加
し
て
い
る
４
名

の
医
師
か
ら
会
議
の
中
で
要

請
が
あ
っ
た
。

問　
65
歳
未
満
の
ワ
ク
チ
ン

接
種
の
目
途
は
。

答　
本
市
の
65
歳
未
満
の
ワ

ク
チ
ン
接
種
開
始
時
期
に
つ

い
て
は
、
12
歳
以
上
か
ら
65

歳
未
満
と
い
う
広
い
年
齢
層

の
中
で
ト
ー
タ
ル
的
に
、
現

在
ま
さ
に
検
討
し
て
い
る

（
６
月
15
日
現
在
）。

問　
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
小

中
学
校
の
学
校
教
育
で
は
、

家
庭
で
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末

に
よ
る
教
育
を
行
う
場
合
、

ネ
ッ
ト
利
用
が
で
き
な
い
家

庭
に
ど
の
よ
う
に
対
応
し
て

い
く
の
か
。

答　
本
市
は
、
Ｗ
ｉ
－
Ｆ
ｉ

モ
デ
ル
を
選
択
し
て
い
る

が
、
家
庭
学
習
に
必
要
な
も

の
は
事
前
に
学
校
で
ダ
ウ
ン

ロ
ー
ド
す
る
こ
と
に
よ
り
、

大
き
な
差
は
生
じ
な
い
。
セ

ル
ラ
ー
モ
デ
ル
は
、
通
信
費

が
発
生
す
る
の

で
、
適
切
で
な

い
と
考
え
る
。

タ
ブ
レ
ッ
ト
の

活
用
方
法

高
齢
者
の
見
守
り

安
否
確
認

谷　
新
一 

議
員

ワ
ク
チ
ン
接
種
の
実
施
状
況

近
藤　
善
則 

議
員

「
生
命（
い
の
ち
）の
安
全
教

育
」の
推
進
を

鈴
木　
美
恵 

議
員

犯
罪
被
害
者
等
支
援
条
例

制
定
の
考
え
は床

井　
紀
範 

議
員

防犯カメラ

　5月 21日、市議会は市内にキャンパスがある文京学院
大学と連携協定を締結しました。
　具体的には、人材の育成及び交流、大学図書館と議会
図書室との連携、市議会の政策形成に関することの他、
必要と思われる事項について連携を行います。
　議会としては今後、インターンシップ生の受け入れや
議会の傍聴や見学などを通して学生や職員との人材の交流を図る他、政策立案に必要な講演や講義な
どで大学に協力をお願いすることになります。

市議会と文京学院大学との連携協定

　女性をはじめ多様な人材の市議会への参画を促進するため、ふじみ野市議会会議規則を改正しまし
た。議員活動と家庭生活との両立を図るための改正で、出産を理由とした欠席には期間を明記、育児
や介護などを理由とした欠席も認めるものです。議会運営委員会委員長が提案し、全会一致で可決し
ました。

市議会会議規則に産休育休を明記

　欠席できる理由を「傷病、出産その他の
事由」から「公務、疾病、育児、看護、介護、
配偶者の出産補助その他やむを得ない事由
のため」と改めました。
　また、出産で欠席できる期間を市職員と
同様に出産予定日の 7週間（多胎妊娠は
14週間）前から出産日後 8週間を経過す
る日までと定めました。

具体的な改正内容
　国が定めた令和12年度末までの第5次男女
共同参画基本計画において、政治分野での取り
組みとして地方六団体に対し議員活動と家庭生
活との両立支援策をはじめとした男女の議員が
活躍しやすい環境整備が要請されました。
　それを受け今年2月に全国市議会議長会が定
める標準市議会会議規則が改正され、ふじみ野
市議会で議論が行われました。

改正の背景

文部科学省：「生命の安全教育教材（幼児期）」




